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資料1一①

計画策定年月 平成27年7月 計画期間 平成28年度～32年度

実証事業の種類 改革型漁船の導入による実証事業





1 目的

( 1）地域の現状を踏まえた全体的な目的

本地域プロジェクトでは、これまでに4件の改革計画を策定し、操業体制等の構造改革に取り

組んできたところであるが、一方で、外国漁業との漁場と資源の競合等による不安定な操業環境

は継続しており、この影響により地域全体（業界）としては船団数の減少が進んでいる。

これら地域の現状を踏まえ、これまでに策定した計画の実証結果等を反映し、且つ、参加漁業

者の操業形態に応じた、新たな改革型漁船の導入を中心とする更なる取組事項を推進することに

よって、不安定な操業環境下にあっても、東シナ海から日本海西部を主漁場とする我が国大中型

まき網漁業船団を確保し、その漁獲物を将来にわたり安定的に供給※するための体制を整備する。

また、日本遠洋旋網漁業協同組合が中心となり、各水揚地区の「浜の活力再生プラン等」とタ

イアップした漁獲物の安定供給を目指す。

※当面の目標とする漁獲物供給量： 15万トン（地域内水揚分）

( 2 ）本計画の位置付けと目的

本計画では、複数ある操業形態の中で、東シナ海沖合域から九州北西海域を主な漁場とし、漁

場形成状況に応じて日本海および太平洋海域へも出漁する操業形態としての位置付けを前提に、

機能集約型の改革型網船の導入による船団隻数の縮減と併せ、同改革型網船で製造した冷海水を

船団全体で利用する仕組みを新たに付加することによって、生産コストを削減し、その漁業収益

性を確保する。

また、冷海水を用いた漁獲物の保冷にあたっては、操業海域によって諸条件（漁場から市場ま

での距離・魚種・用途）が異なることから、凍氷との混合割合を変えながら、各水揚地区の需要

に応じた品質の安定化を図る。

なお、東シナ海沖合域の漁場形成が近年変動していること、また、水揚地が多岐に亘ることか

ら、生産面では陸上部門と海上部門が定期的に実証状況を検証する機会、また流通販売面では、

水揚時に買受人（出荷・加工業者）の評価をヒアリングする機会を通じて、本計画内容の検証お

よび進捗状況を把握し、柔軟的に必要な改善を図ることによって、所期の目標の達成を目指す。

2 地域の概要

( 1 ）本漁業を取り巻く環境の現状

本地域の大中型まき網漁業が主漁場とする東シナ海から日本海にかけての沖合海域は、過去よ

り中国、韓国など隣接する外国漁業との間で漁場と資源を共用し競合する環境にある。

国際海洋法条約の発効により 19 9 9年～20 0 0年には新日韓・日中漁業協定が相次いで締

結されたものの、東シナ海沖合域には、未だEE Z境界線が明確にされないままに広大な暫定措

置水域が取り残され、未だその状況が継続している。

新日韓・日中漁業協定の発効以降、特に東シナ海沖合域には我が国の管理水域から締め出され
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た中国漁船隻数の増加傾向が顕著となり、その影響から我が国大中型まき網漁業による漁獲実績

は協定化以前の30万トンから 15万トン以下に半減し、更に近年では水産資源の増産を推進す

る中国新興漁業種（虎網漁業等）の進出拡大によって、直近の平成26年は過去最低の 10万ト

ンとなった。

一方、東シナ海で操業する大中型まき網漁業の漁船団（2 1船団）は、その根拠地および、乗組

員（約10 0 0名）の居住地の多くは長崎県の離島地域にあり、また同漁業に関わる、魚市場、

水産加工場、造船・鉄工所等の関連産業の多くも長崎県内から九州北西地域にあることから、本

大中型まき網漁業は地域における雇用創出、経済、水産物流通の基幹産業としての重要な役割と

責任を担ってきている。

なお、漁獲物が主に水揚げ販売される長崎県（松浦魚市場・長崎魚市場）および九州北西地域

の各魚市場地区では、現在、水産物の品質および、衛生管理の高度化等を目的とする「市場再整備

計画」や「浜の活力再生プラン」の実行及び計画検討※が進められており、大中型まき網漁業に

対しては、いずれの地区からも安定的な水揚数量の確保が求められているところである。

従って、今後の流通販売の取組に当つては、それら計画との連携と積極的な活用を図り、各地

区の需要に応じた水揚量や品質の安定化を確立することで、漁獲物の有効利用と付加価値向上が

期待される。

また、東シナ海から日本海にかけての海域は、太平洋クロマグロ（未成魚）の回遊海域に当た

り、国際漁業管理機関「中西部太平洋まぐろ類委員会（WCPFC) Jの保存管理措置に基づく資

源管理の実施が求められていることから、 20 1 1年以降、国の資源管理指針に従い強度の資源

管理措置に当海域の大中型まき網漁業全体での取り組みを推進している。

※松浦魚市場では「松浦市浜の機能再編広域フラン」の作成に向けた検討が進行中、長崎魚市

場では国の「長崎地区水産物供給基盤整備事業」による市場機能の再整備が進められている

( 2 ）本漁業の操業形態の現状

本地域プロジェクトに参加する大中型まき網漁業者は、東シナ海から九州北西海域の主たる操

業海域および他の海域（日本海・太平洋）との併用の有無によって、複数の操業形態に概ね分類（表

1）される。

現行の船団体制は、操業形態に関わらず1船団5隻（網船1隻・灯船2隻・運搬船2隻）、乗

組員50～6 0名程度の船団構成を基本とし、運搬船では凍氷を用いた漁獲物の保冷および輸送

を行っているが、使用漁船の平均船齢は25年を超え、また産地市場の流通や需要形態（鮮魚・

活魚・凍魚）が多様化する中で、今後の生産体制を検討する上では、省エネ化、省コスト化、省

人化といった全ての操業形態の共通的課題と、船舶の規模や機能・船団構成・漁獲物保冷手法の

導入など、操業形態毎の課題に対応することが必要となっている。
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表1：当地域の大中型まき網漁業における操業形態分類

主な操業海域
他海域利用※l

現行船団数料
（日本海・太平洋）

あり 1船団
東シナ海沖合域

なし 4船団

東シナ海沖合域 あり 8船団

から九州北西海域 なし 4船団

東シナ海近海域 あり 4船団

計 2 1船団

※L他海域利用「あり」でも対象魚種（カツオ、 orイワシ・サハ’）等により細分あり

※2.現行船団数は近年の傾向による概略分類であり固定ではない

( 3）漁業経営安定化と構造改革に係るこれまでの取組み

本地域プロジェクトは、平成19年に設置され、操業形態に応じて、改革型漁船の導入を主軸

とする4件（表2）の改革計画を策定してきた。

何れの計画においても、船団隻数の縮減によるコスト削減、特に消費燃油量の削減効果は所期

の目標を上回る結果が得られており、今後、新たな計画を検討する上でも積極的に採用していく

こととしている。

しかしながら、東シナ海沖合域の不安定な漁業環境と資源の減少傾向に歯止めはかかっておら

ず、漁獲高は計画を下回る年も発生しているため、東シナ海以外の海域を利用することで漁業経

営の安定化を図ろうとする船団が増えている。

なお、日本遠洋旋網漁業協同組合では、構造改革の推進と併行して資源回復を目的とした所属

船の削減（減船）も実施してきたが、これ以上、地域内への水産物供給量が減少すると、関連業

界への影響も甚大であり、また東シナ海における我が国沖合漁業の国際競争力の低下につながる

ため、更なる構造改革の取り組みで改革型漁船の導入を進めることによって、現行規模の生産量

が維持し得る安定的な船団体制を一日でも早く構築することが必要となっている。

表2：これまで策定した改革計画の概略

No. 操業形態 船団体制 主な改革事項

他海域併用（太平洋カツオ操業） 4隻 網船と灯船兼用運搬船を改革型

東シナ海沖合域周年 2船団9隻 網船1隻を改革型・グループ操業

他海域併用（太平洋サハ守操業） 4隻 網船を改革型・船内凍結型

4 東シナ海沖合域周年 4隻 網船、灯船、灯船兼用運搬船を改革型
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(4）漁業経営に係るフォローアップ体制

本地域プロジェクト内に設置している「遠旋組合中小漁業経営支援協議会」では、改革計画に

取組もうとする漁業者の経営計画（漁業経営改善計画）の策定および、その計画進捗に係るフォロ

ーアッフ。をf子っている。

具体的には、経営計画策定時には、当該漁業者の財務状況の把握を行った上で、改革型漁船の

建造に必要な融資（漁業経営改善資金）の活用のために当該漁業者が策定する経営計画の策定を

支援すると共に、計画策定後は経営実績報告会を原則5年固まで毎年実施し、金融機関を含む関

係者間での経営計画の進捗状況についての認識共有を図っている。

なお、本対応はこれまで本地域プロジェクトで策定した改革計画に基づく実証に取り組んでい

る全ての漁業者に対し行っている。

3 計画内容

( 1 ）参加者等名簿

（地域協議会）

分野別

金融・経営等関係

地方公共団体

学識経験者（資源）

学識経験者（水産経営）

学識経験者（操業技術等）

学識経験者（船舶）

漁業・流通・加工

（参加漁業者）

漁業種

大中型まき網漁業

所属機関・役職 氏名

日本政策金融公庫長崎支店
前田美幸

農林水産事業統括

長崎県水産部資源管理課課長 五島慎一

水産大学校名誉教授 原一郎

鹿児島大学水産学部教授 佐野雅昭

開発調査センター
伏島一平

浮魚類開発調査グループリーダー

海洋水産システム協会
酒井拓宏

研究開発部部長

日本遠洋旋網漁業協同組合 前組合長 城島正彦

所属機関・役職 氏名

日本遠洋旋網漁業協同組合 組合員 1 1社

( 2 0 1 5年3月現在） 2 1船団※

※組合員のうち東シナ海を主な操業海域とする会社及び船団数
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( 2 ）改革のコンセプト

東シナ海、日本海、太平洋と多くの海域を併用する操業を行い、漁場や魚種に応じて様々な

地域で水揚販売を行っている大中型まき網漁業の操業形態において、改革型網船の導入に伴う

船団隻数の縮減、また改革船で製造した冷海水の活用などの取組みと強度資源管理を推進する

ことによって、漁業収益性（経営者）・漁獲物の品質管理（消費者）・労働安全性（乗組員）・

資源管理（漁獲対象魚）に配慮した漁業を実現する。

本地域協議会でこれまで策定した4件の改革計画により導入された改革型漁船は、それぞれ

の船が有する機能を同船内のみで活用してきたが、本計画では、改革型網船に導入した機能（冷

海水製造）を現行の運搬船でも活用できる特長を有する。

ただし、当面の聞は現行船を使用する付属船（運搬船・灯船）についても、将来的な更新時

には、本計画を含め、本地域協議会で策定（今後策定を含む）した改革計画に基づき導入した

改革型漁船の結果等を踏まえながら、更なる収益性の向上に資する取組み事項については積極

的に採用していくこととする。

＜生産に関する事項＞

現行の 13 5トン1層甲板型の網船1隻、灯船2隻、運搬船2隻の5隻船団体制（乗組員5

3名）から、網船を灯船1隻分の機能との一体化を図った改革型漁船（1 9 9トン2層甲板型）

に代替することによって、網船1隻、灯船1隻（現行使用）、運搬船2隻（現行使用）の4隻

体制（乗組員48名体制）へ移行する。

また、改革型網船には冷海水（0℃）を製造する機能を有し、その冷海水を運搬船に移送し、

漁獲物の保冷に活用することによって、使用する凍氷の使用量を現行から大幅（約35%目標

※I）に削減する。（年間5' 7 8 0トンから 3' 7 2 6トン）

なお、本地域協議会でこれまで策定した計画の中で、冷海水循環システムを導入した改革型

運搬船の導入事例があるが、本計画では冷海水は改革型網船で製造して運搬船に移送すること

から運搬船側の改造（冷海水製造装置の導入）は不要である。

また、燃油使用量は、改革型網船については機関の大型化（冷海水製造機器運転含む）によ

って現行比25%増加するが、灯船の削減と運搬船の効率的運航によって船団全体としては約

10%の削減を図る。

なお、網船の増加率および運搬船の効率的運航による省エネ効果については、本協議会でこ

れまで策定した計画に基づく実証船の実績値を参考とした。

これら、改革型網船の導入による船団隻数の縮減と氷使用量の削減および省エネ化によって、

漁勝コストのうち約14 2百万円※2 （うち灯船1隻分の経費削減効果は94百万円）の削減

が見込まれる。

また、改革型網船には2層甲板船型を採用することで、現行の1層甲板船型と比べて大幅に

作業スペースならびに居住スペースを拡大する。

特に、機関室の作業スペースの拡大によりメンテナンス作業が容易になることで、機関故障

等の発生リスクが少なることが期待されると共に、太平洋海域への出漁など、数カ月にもおよ

ぶ長期連続の船内居住を行う本操業形態では、船内居住環境を改善することで今後の若手乗組
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員の確保と育成にも配慮することができる。

※1.凍氷の使用量は漁場条件（漁獲魚種や漁場から魚市場までの必要時間）に大きく左右

されることから、一律的な削減割合ではなく年間全体での削減目標率

※2.現状形態と改革形態での全体のコスト差異

＜流通・販売に関する事項＞

現行の運搬船では製氷施設から積み込んだ凍氷を主体に用いて漁獲物の保冷を行っている。

凍氷は、魚胎内の温度上昇を長期的に抑制（低温維持）する機能には優れているが、魚体（特

に大型魚）への損傷、冷却ムラ、過冷却による魚体外観の悪化を生じる場合があることから、

冷海水を効果的に用いることで、それらの課題を改善する効果が期待される。

但し、近年、冷海水を用いて漁獲物を保冷する手法は、漁獲から水揚販売までの時間が比較

的短い近海域の操業船で導入が進んでおり、市場側においても鮮魚用途として評価されている

が、船内での長期的な品質維持機能には課題が有るとされており、一旦、陸上で凍結され加工

用原料とされる漁獲物の場合は、評価が下がる場合もある。

このことから、東シナ海沖合域のように市場まで1昼夜以上を要する漁場の場合と、北海道

東沖合域のように数時間の漁場の場合では冷海水と凍氷の使用比率を変えることが必要であ

り、本計画では操業海域毎の諸条件（漁場から市場までの距離・魚種・用途）に対応した保冷

技術を確立することによって、近年、品質等の管理体制の高度化が進む市場流通へ対応し、か

つ漁獲物の評価低下（魚価下げ）リスクを軽減する。

なお、本計画での水揚地は多岐に亘るため、当面は特定の市場に限定した流通販売のタイア

ップは行わないものの、各水揚地区の浜の活性化プラン等との連携※と活用により各地区の需

要に応じた水揚量と品質の安定化を図っていく。

このため、本取り組みの今後の発展により将来的な漁獲物の付加価値化は期待されるものの、

魚価の変動には需要と供給のバランスが大きく影響することから、現行魚価（ 1 6 6円／kg)

を当面の計画値とする。

※主たる水揚地区の一つである松浦魚市場では、「浜の機能再編広域フラン」の策定検討が

進められていることから業界（日本遠洋旋網漁業協同組合）として積極的に関与する予定

＜安全対策に関する事項＞

改革型網船は2層甲板船型を採用することによって、現行の1層甲板船型に比べ、復原力が

大きく、また海面からの高さが高いため、傾斜時の甲板上への海水流入等による転覆事故発生

リスクを軽減することができる。

また、改革型網船では作業安全カメラ等の設置によって、事故の未然防止や緊急事態を迅速

に把握できる体制を整備する。

なお、運搬船では、冷海水利用により凍氷の使用量を削減されることで、凍氷シフト作業量

も減らすことができ、船上でのケガ発生の危険要因（甲板上での転倒や氷との衝突等）が低減

される副次的な効果がある。

またハード面での対策と併せ、「漁業カイゼン講習会」や「海難防止講習会Jへ積極的に参
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加し、更にその内容を社内・船団内で定期的に開催する「海難防止・安全操業推進委員会」で

具体的な対策として高めていくソフト面での対策に会社全体（海上と陸上が一体）で取り組ん

で行く。

なお、社内・船団内で定期的に行う検討の機会は、本計画に掲げる全ての取組事項を検証・

改善する機会としても有用である。

＜強度資源管理の取組に関する事項＞

日本遠洋旋網漁業協同組合（東海黄海海区大中型まき網漁業者協議会）が実施する強度資源

管理に参加し、中西部太平洋マグロ類委員会（WCPFC）の保存管理措置に基づく国の資源

管理指針に沿って、東シナ海から日本海にかけて来遊する太平洋クロマグロ未成魚（ヨコワ）

の漁獲量について、 20 0 2～2 0 0 4年水準の50%を削減する。

＜支援措置（漁業構造改革推進事業、その他国庫助成事業、制度資金）の活用に関する事項＞

0改革計画の実証
：もうかる漁業創設支援事業（平成28年度～平成30年度）

O新規建造に係る資金借り受け

：漁業経営改善支援資金（（栂日本政策金融公庫） （平成27年度）
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( 3）改革の取組内容

大事項 中事項 現状と課題
見込まれる効果

取組記号・取組内容
（数値は3年間平均）

効果の根拠

生産に関する事項
1船団5隻・ 53名に 灯船1隻分に要していた維

船団体制に関する事項
よる操業体制

改革型網船の導入に伴う灯船

A 1隻の削減により 4隻・ 48名
持・運航コスト等の削減 説明資料

固定費が過大
による操業体制へ移行

ム14 2百万円（全体コスト） P. 6～8 

うち灯船1隻分ム94百万円

漁獲物の冷却・保冷
主に凍氷を使用した冷 改革型網船で製造し、運搬船へ

氷使用量の削減

方法
却・保冷方法 B 移送した冷海水を使用するこ

数量ム35% 説明資料

多額の氷代が必要 とで凍氷の使用量を削減
金額ム15百万円 P. 9～12 

（金額は取組Aの内数）

135トン1層甲板型の
機関室スペースの拡大

網船
（約3倍・ 287m') 

機関室の作業スペース
改革型網船 (199トン・ 2層甲 保守・点検漏れの抑制

船内での作業および が狭く保守作業に支障
板型）について、

居住環境に関する事項 あり（面積約86m') 
c －漁船の設備基準（200トン以上

説明資料

寝室等では背を屈める
要件）に適合 居住区の局さの拡大

P. 13～15 

箇所が有る（最大高さ
－全居室を喫水線上に配置 (tlOcm・最大局さ 195cm) 

居室面積の拡大
186 cm) 

（約 1.8倍・ 106m') 
水面下の居室が存在
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大事項 中事項 現状と課題 取組記号・取組内容
見込まれる効果

効果の根拠
（数値は3年間平均）

主に凍氷を使用した漁
凍氷の使用量を減らし、冷海水

を効果的に使用した漁獲物の
獲物輸送方法 使用量を減らした条件下で

保冷をおこなうことで、各地区
流通・販売に関す 漁獲物の品質管理に関 も、現行魚価の維持を当面の 説明資料

D の需要※に応じた品質の安定化
る事項 する事項 魚体への損傷、冷却ム 計画値とする P. 16 

を図る
ラ、過冷却による外観 （現行単価： 16 6円／kg)

※組合として浜プランの策定、
の悪化が発生

実施に積極的に関与する

1層甲板型（痩形）
復原力の向上

改革型網船には2層甲板型を
（現行比で最大約3倍）

傾斜に対する復原力が 採用する

小さく※、海面から甲
海面から甲板までの高さを

板までの高さが低い※ （取組事項Cとも関連）
事故の未然防止および 確保（高さ 220cm) 

緊急時の対策に関する
※2層甲板型との比較

安全対策に関する
事項 E 

説明資料

事項
特に網船は甲板上に漁 網船の甲板上に、作業安全確認 緊急時の早期発見および甲

P. 17～19 
［ハード面］ 勝機器が多い カメラ、警報ブザー、探照灯を 板上とブリッジ内との意思

救命装備は法定設備の 設置する 疎通の迅速化

範囲内

死角が多く、緊急時の 夜間に視認しやすい救命浮具 落水時等の早期発見および

発見、情報伝達が遅れ の採用やAE D全船設置を行 救命

る場合がある つ
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見込まれる効果
効果の根拠中事項 現状と課題 取組記号・取組内容

（数値は3年間平均）
大事項

運搬船上では魚槍に積

改革型網船から供給を受けた事故の未然防止および 載した凍氷のシフト作
運搬船上でのケガ発生の危

説明資料緊急時の対策に関する 業を行う 冷海水を使用することで凍氷
険要因（甲板上での転倒や

P. 20 
E 
使用量を減らす

氷との衝突等）を減らす
事項

［ハード面］ 凍氷によるケガの発生 （取組事項Aの副次的効果）

安全対策に関する
要因が存在する

船団での安全意識の向上
事項

乗組員の経験を主体と
「漁業カイゼン講習会」 「漁船

事故の未然防止および する安全対策
海難防止講習会」へ参加し、更

海上と陸上聞のコミュニケ 説明資料緊急時の対策に関する
F に船団内での「海難防止・安全

ーションの向上により改革 P. 22～23 事項【ソフト面】 不調uの事故への対応や
操業推進委員会」により具体的

取組み事項の検証、改善が実未習熟者を含む全体で
な対策を実行する

施しやすいの安全検討が不足

未成魚の漁獲量削減が 東海黄海海区大中型まき網漁
資源回復 説明資料強度資源管理の取 太平洋クロマグロ未成

国際資源管理機関で方 G 業者協議会が実施する強度資
資源の持続的利用 P. 24 組に関する事項 魚の強度資源管理

針付けされている 源管理計画に参加
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(4）改革の取組み内容と支援措置の活用との関係

①漁業構造改革総合対策事業の活用

取組
事業名 改革の取組内容との関係 事業実施者 実施年度

記号

東シナ海から九州北西海域

を主体に、多海域併用操業形

態を行う大中型まき網漁業

において、改革型網船の導入

による船団隻数の縮減と冷
A 

海水を活用した漁獲物の保
B 

冷を行い得る船団により、収
c 
もうかる漁業 益性の実証化試験を実施

日本遠洋 平成28年度

D 旋網漁業 p、』，

E 
創設支援事業

協同組合 平成30年度
船団名：未定丸（ 1船団）

F 
所有者：未定

G 
総トン数・隻数

網船： 199トン・ l隻

(2層甲板型）

灯船： 85トン・ l隻

運搬船： 200～300級・ 2隻

②その他関連する支援措置

取組
事業

事業名、制度資金名 改革の取組内容との関係 実施者 実施年度
記号

（借受者）

c （開日本政策金融公庫 網船 (199トン）の新規建造

（漁業経営改善支援資金） に係る資金借り受け
未定 平成27年度

E 
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( 5 ）取組みのスケジュール

①工程表

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度

A ~ ．．．．．．．．．．．．． ．． ーーー ~ 

B ・・・・ 圃・・園 田園・・ ・・・ ．．．．．．．．． ．．． ~ 

c ・．．．．．．．．．．．．．． ．． ．．．．．．．．． ．．． ， 

D 』．．．．．．．．．．．．． ．． ・・・・ ・・・・ 田・・・ -

E ・・圃・ 圃・・・ 園田・圃 ・・・ ・・・・ 固・・・ ・・・・ ．‘ -

F 同園圃圃圃圃圃圃

G （平成23年～取組み中）

②改革の取組により想定される波及効果

1）外国漁船との競合激化により不安定な漁業環境が継続している東シナ海の大中型まき

網漁業にとって、東シナ海沖合域を漁場の主体にしながら複数の海域を有効的に活用し、

漁業収益性を確保する経営モデルを具現化することで、将来的にも東シナ海沖合域で操

業する漁業者の経営が保たれ、当該海域で水産資源を確保する権益を堅持することがで

きる。

2）将来的に、本地域協議会でこれまでに策定した計画で実証が進められている灯船兼用運
搬船との組み合わせが可能となれば、更なる船団隻数の削減の方向性を見出すことがで

きる。

但し、船団隻数の削減は、まき網漁業の操業にとって最も重要な探索能力、また外国漁

業と競合する中で漁場を確保する能力の低下につながることから、複数船団でのグルー

プ操業や付属船の共同利用等による、その補完対策も今後検証が必要な事項である。

3）網船で製造した冷海水を現行運搬船でも活用する技術が確立（必要最小限のコストで
効果を船団全体で活用）されることによって、将来的な運搬船の代船建造に要する投資

コストの削減につながる。

4）働きやすい労働環境と、労働災害および海難事故の発生リスクの軽減ならびに緊急時

の対策をハード・ソフト両面から整備することにより、離島を主体とする地域の雇用を

将来的にも創出する産業として、その役割を将来的にも果たすことができ、また今後の

新規就業者の確保につなげることで、離島地域の労働人口流失の歯止めとなり、地域経

済コミュニティーの維持、活性化につながる

5）国際資源管理機関の方針に基づき、業界全体で強度資源管理に取り組むことによって資
源を回復させ、かっ将来的にも同資源を安定的に利用することが期待される。

6）海上（操業船）と陸上とが一体となった検討体制を取ることによって、各取組み事項にか

かる検証と改善がスムースに実施できる。
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4.漁業経営の展望

＜経費等の考え方＞

東シナ海沖合域を主体に日本海・太平洋海域へも出漁する多海域併用操業形態を行っている現

行船団の過去3ヵ年平均値をベースに、計画に掲げた取組事項による各経費の増減を考慮して収
益性を検討した。

また、漁携経費の6割を占める人件費と燃油費の削減の取組みは、収益性の向上のために欠か
すことのできない事項であるが、本計画では主に船団隻数の縮減の取組みによる省人化と省エネ

化によって73百万（全体で 14 2百万円）の省コスト効果を見込んだ。
その結果、改革型網船の導入による船団隻数の合理化（5隻今4隻体制・ 53名吟48名体制）
と冷海水の効果的な活用による氷使用量の削減等による漁携コストの削減等の取組みによって、

将来的に本漁業を安定的に維持するための次世代建造コストが確保できる見通しが確認できた。

なお、次世代建造コストの確保に係る試算にあたり、本計画では改革型網船以外の付属船3隻
は現行船を前提として試算しているが、将来的には他の実証事例（灯船や運搬船を構造改革型漁

船とした計画）の成果を踏まえながら漁船を更新することになるため、実際には本計画値を上回

る収益性の向上が十分に期待される。

また、漁獲物は冷海水の活用により品質の安定化が図られるが、魚価は品質だけではなく需要

と供給の関係により常時変動※しており、一定の付加価値目標の設定は困難であることから、現

行の平均価格を計画値（凍氷の使用量を減らしても品質を現行より下げないことを当面の目標と
する）とし、「計画漁獲数量×現状平均単価」により算出した。

※近年、漁獲物の保冷に冷海水を用いる事例が増えつつあるが、魚価に明らかな差異が確認さ

れるには至っていない。（氷使用量の削減による省コスト効果は確実）

主要経費については以下の考え方を基準に算出する。

人件費は、大中型まき網漁業では一般的に、固定給＋水揚高に応じた歩合給による給与体系で

水揚金額の多寡によって給与が変動すること、また固定給は経験や役職（担当部署）によって規

定化されていることを踏まえ、計画水揚高を基準に算出する。

燃油費は、使用量を同型船（2層甲板型）の使用実績を踏まえて計画値を設定し、単価は直近
3ヵ年の平均単価に価格上昇（5 %）を加味して算出する。
修繕費は、毎年発生する固定的な整備費に加え、船舶の法定検査年次によって大きく変動する

が5年間で1サイクルのため、最終的な計画値（3～5年目平均値）では、 1～5年目の平均値
を用いる。

漁具費は、破網の発生等により変動することから、過去3ヵ年平均による現状値を基準に算出
する。
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＜大中型まき網漁業＞

( 1 ）収益性改善の目標 （単位：水揚量はトン、その他は千円）

現状 改革
2年目 3年目 4年目 5年目

3～5年目
3年平均 l年目 平均

（収入）

水揚量 7, 156 6, 855 6, 855 6, 855 6, 855 6, 855 6, 855 

水揚高 1, 207, 660 1, 136, 894 1, 136, 894 1, 136, 894 1, 136, 894 1, 136, 894 1, 136, 894 

（経費）

人件費 396, 361 357, 112 357, 112 357, 112 357,112 357, 112 357,112 

燃油代 310, 277 275,817 275, 817 275, 817 275,817 275, 817 275, 817 

修繕費 134, 062 7 6, 311 63, 715 119, 936 63, 715 107, 290 86, 193 

漁具費 58, 894 52, 900 52, 900 52, 900 52, 900 52, 900 52, 900 

その他（氷代） 37, 408 32, 427 27, 446 22, 465 22, 465 22, 465 22, 465 

保険料 9, 977 15, 367 15, 367 15, 36 7 15, 367 15, 367 15, 367 

公租公課 509 4, 536 4, 536 4, 536 4, 536 4, 536 4, 536 

販売費（魚函代） 19, 450 17, 503 17, 503 17, 503 17, 503 17, 503 17, 503 
.. ，・・.. ，・・・a・・・・・・・・ ・・.............. ・・ ・・ ・・・・．．．．．．． ・・・・・・・・・・4・.......・・．．． ．，．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．． 

販売費（選別費用） 19, 840 17,853 17, 853 17, 853 17, 853 17, 85 3 17, 853 
．．．． ．．．．．．．．．．．．．．．．，．・・－・－．．．．．．．．．．．‘・““““‘ ・・・・ ・‘ι““““““4・.““‘ー ‘・4・・・・・・・・・.........・・............・・・・・・・a・・・・・a・・・..

販売費（販売手数料） 51, 010 47, 697 47, 697 47, 697 47, 697 47, 697 47, 697 

販売経費計 90, 300 83, 053 83, 053 83, 053 83, 053 83, 053 83, 053 

一般管理費 67, 495 65, 737 65, 737 65, 737 65, 737 65, 737 65, 737 

合計 1, 105, 283 963, 260 945, 683 996, 923 940, 702 984, 277 963, 180 

償却前利益 102, 377 173, 634 191,211 139, 971 196, 192 152,617 173,714 

※船舶修繕は5年間で1サイクルのため、表中の「3～5年目平均欄での修繕費」は、 1～5年
目の平均値を用いている

( 2）次世代船建造の見通し

償却前利益
× 

1 7 3百万円※

※計画 3～5年目平均

次世代船建造までの年数

2 5年
＞ 

総船価（4隻）

4, 3 0 0百万円

（船価内訳） 網 船 l, 700百万円 (1隻）※搭載艇を含む

運搬船 l, 000百万円（2隻）
灯船 600百万円 (1隻）
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（船団構成の比較）

現行形態 計画形態

網船 1 3 5トン (1層甲板型） 1 9 9トン（2層甲板型）

灯船A 8 5トン ※灯船機能を一体

灯船B 8 5トン 8 5トン

運搬船A 3 0 0トン級 3 0 0トン級

運搬船B 3 0 0トン級 3 0 0トン級

隻数計 5隻 4隻

（網台面積の比較）

現行網船 改革型網船

網船※ 84. 07m'. 84. 07m'. 

※運搬船・灯船には網の積載なし

（乗組員数の比較）

船種 現行形態 計画形態

網船 2 3名 24名

灯船A 6名 ※うち搭載艇乗組員3名

灯船B 6名 6名

運搬船A 9名 9名

運搬船B 9名 9名

合計 5 3名 48名

（魚胎容積の比較）

現状 改革後

網船※ 0. 00 rrf 約 150.00 rrf 

運搬船A 466. 53 rrf 466. 53 rrf 

運搬船B 4 79. 66 rrf 479. 66 rrf 

合計 946. 19 rrf l, 096. 19 rrf 

※網船の魚槍については主に冷海水の製造、貯水に使用
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改革計画における経費等の算出根拠

※現状は、過去3年（平成23～2 5年度）の平均値を用いている
※改革の計画値は、改革3年目以降の3年間の平均値を用いている
（修繕費は、船舶修繕が5年間で1サイクルのため 1～5年目の平均値を用いている）

1.水揚高 数量：東シナ海および日本海については、灯船1隻削減に伴う探索機能の
低下により操業回数のム10%減少が見込まれるため、全海域の合計
でもム4%減を見込んでいる

（水揚高についてはム5%減少）

【海域別の水揚計画］

操業海域 漁獲量（トン） 金額（千円） キロ単価（円）

東シナ海 2, 455 676, 894 276 
日本海 900 185, 000 206 
太平洋 3, 500 275, 000 79 
計 6, 855 l, 136, 894 166 

2.人件費 現状1名あたりの固定給：平均約5' 5 0 2千円×計画乗組員数＋歩合給

－現状

・改革後

削減内容

5 3名体制
48名体制
ム5名

3 9 6百万円（歩合給・法定福利費等含む）
3 5 7百万円（ If ) 

ム39百万円

3.燃油代 年間消費量：現状3, 850K L→改革後3, 454KL （全体ム10 %) 
（消費量の増加要因）

－改革型網船は、省エネ船型の採用等により消費量の削減が見込まれ

るものの、主機関および補機関（冷海水製造機器運転含む）

により 25%増加（同船型の実績値より）

（消費量の減少要因）

－灯船の1隻削減によりム468KL
－運搬船の最適運行によりム5% （他の実証船団の実績より）

燃料単価：過去3年の平均価格＠ 72円／。

今計画値は値上がりリスク考慮し＋ 5%の77円／Qで設定

※直近月の価格は約＠ 60円／。

4.修繕費 灯船1隻分を控除
新規建造する網船は修理箇所の大幅な減少によりム60%
※改革3年目および5年目については法定検査年により増加
（検査費用は5年間で1サイクル）
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5.漁具費 現状より灯船1隻分を控除

6.その他 現状（過去3年平均）は年間5' 7 7 6トンの氷を使用
冷海水使用より削減（ム約35%削減を計画）

計画使用量年間3' 7 2 6トン・・・氷代年間ム15百万円
氷単価は海域毎に異なる（＠ 3, 700円／トン～＠ 12, 000円／トン）

ため試算は説明資料参照

1年目ム12%削減
［繰実証時
2年目ム23%削減
3年目ム35%削減

7.保険料 現状より灯船1隻分を控除
改革型網船は建造額より予想値を織り込み

8.公租公課現状より灯船1隻分を控除
改革型網船は予想値を織り込み

9.販売経費 計画水揚量に応じた計画値

（魚函代） ※平成25年度よりの太平洋海域出漁に伴い魚函使用数量は減少傾向
・C B使用計画 1 6千箱×箱単価＠ 110円／箱＝ 1 8百万円

1 0.販売経費 市場水揚げ販売分：計画水揚数量に応じた選別費用
（選別費用） ・太平洋では選別は行わない

1 1.販売経費 計画水揚高に応じ設定

（販売手数料） ・魚市場出荷時の販売手数料：水揚金額× 4. 6% 

1 2.一般管理費 陸上社員・施設の労務費及び経費／現状と同水準
通信費、賦課金は現状より灯船l隻分を控除
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（参考）改革計画の作成に係る地域プロジェクト活動状況（本計画関係）

実施時期 協議会・部会 活動内容・成果 備考

H27. 2. 19 第22団地域協議会
新たな改革計画の基本構想

について

H25. 4. 13 第 23団地域協議会 改革計画の検討について

H27. 6. 12 第 24団地域協議会 改革計画の策定について

H27. 7. 7 
中央協議会委員による現

改革計画の内容について
地域協議会委

地調査 員代表者出席
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遠旋組合地域プロジェクト協議会改革計画書V
（説明資料）

資料1－②

平成27年7月16日



遠旋網組合地域プロジェクトの概要

大中型まき網漁業の操業形態（遠旋組合地域プロジェクト所属船）

《操業海域イメージ図》

A 東シナ海 九州北西地域 6～36時間

B 日本海 九州北～山陰 6～12時間

c 太平洋 道東～三陸～常磐 3～5時間

B ：周年 アジ・サバ等

本地域内での主たる操業海域と他海域（日本海・

太平洋）への出漁の有無によって複数の操業形態
が存在 II m欄鵬臥 ＼ ームーY庁長持17J,......,I サバ・イワシ等

本計画では、東シナ海～九州北西海域を
主体に季節に応じて最適な海域（多海

域）を選択し操業を行う『多海域併用操業
形態』を前提とした計画

rク， ・主要水揚地
A ：周年 アジ・サバ等

操業海域に応じた漁獲物の品質の安定化が必要

2 



遠旋網組合地域プロジェクトの概要

東シナ海沖合域～九州北西沖合域における大中型まき網漁業による漁獲実績と船団数の推移
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遠旋網組合地域プロジェクトの概要

大管理の現状

東シナ海の沖合域の大半は外

国漁業と競合する国際漁場で

あるが共通の漁業・資源管理

体制は未措置で旗国管理体制

女現状（発生している問題）

水産資源及び海底資源（ガス

回）等を巡り中国が急拡大

－漁場の狭わい化（トラブル）
．資源競合（資源減少）

外国漁業と競合する

東シナ海沖合域での

操業実績が大きく減少

大中型まき網漁業の操業環境

日本の管理海域
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改革計画のコンセプト

r－－－園田園園園田園園田園園園田園ーーーーーーーーーーーーー『
I 
I 取組記号A：船団隻数の縮減によるコスト削減

（改革型網船の導入による灯船1隻の削減）

取組記号B：冷海水利用による氷使用量の削減

《今回の改革計画での取組概要》

「一宏君讃歌聖需要雪r樫ママセ吻0¥7>,t§｝~｛＇＇~：· － ~ 
L 議議議議議以；長i~：斗是認？；ふ謀議夜忌i；どよ .:] 

コ
ス
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策

取組記号C：船内における作業スペースの確保と居住性の向上

（改革型網船）

E
B
E
E－
E
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【取組記号A】

船団隻数の縮減によるコスト削減

〈改革型網船の導入による灯船1隻の削減〉

《改革後》

、，，v、、
警
A

’
a

，
，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ，， ’’ 

). r 一一『』 灯船：85.トンX2隻
ι ， ~c 6名〉

網船：135トン
投網・揚網担当

《現状》

※ 
し p

d’4 

く互〉持 ~·＿h：~~ 】
灯船：85トン×1隻
1隻は継続使用

探索・集魚担当

裏漕（網船）担当
裏漕（運搬船）担l当」』よ く玉〉

ん設戸；〉三一
運搬船：300トン級×2 ‘ 

J Jメ.：~~－－c；ー
く亘〉運搬船：300トン級×2隻

継続使用

｜※搭載船は全海域で使用 ！ 

) •• ~.~）.,.ci', 十三一

く互〉
l※搭載艇は東シナ海では不使用

漁獲物運搬担当

6 

..... メリット ： 
l Jr 灯船1隻分の山削減

（燃料費、労務費、修繕費等）

~－ デメリット l j可V 探索、集魚機能の低下
（年間で操業回数ム10%を想定）



【取組記号A】

船団隻数の縮減によるコスト削減

〈改革型網船の導入による灯船1隻の削減〉

《経費の削減》

現状 改革後 増減

人件費 396百万円 357百万円 ム39百万円

燃油費 310百万円 276百万円 ム34百万円

修繕費 134百万円 86百万円 ム48百万円

漁具費 59百万円 53百万円 ム6百万円

保険料 10百万円 15百万円 5百万円

その他 196百万円 176百万円 ム20百万円

合計 1,105百万円 963百万円 ム142百万円

うち灯船ム1隻による経費削減ム94百万円

l業務担当と乗組員数 （）肉は現状の乗組員数 ｜ 
【網船 24名（23:g）】 【灯船 6名（6名）】

指揮・監督 1名（ 1名）

操船等 2名（2名） 操船 1名（1名）
同

甲板作業 18名｛20名） 甲板作業 5名（5名）

搭載艇乗船 3名（O名）

《乗組員数の削減》

現行船導入時
現状 改革後

(H元年）

網船 28名 23名
ー・・・ーーーーー・・・・・・・・ー・ーーー・・M・・ ー・・・・・．．．．．－－－－ー－－ー・．．－ー・・． －ー・．．．．．．．．．．．．．．”・ー・・・・・・・・ 24名

灯船① 7名 6名

灯船② 7名 6名 6名

運搬船① 12名 9名 9名

運搬船② 12名 9名 9名

合計 66名 53名 48名

《燃油消費量の削減》

現状 改革後 増減

網船 734KL 918KL 184KL 
・・・・・・・・・・・・・・・・ー・・．・ー・・ ー－－－ー・・・ー－－ー－ー・・．．．．．．．．．．．．． ・・・・・・・・・・・・・・・．．・・・・・・．．．． ・・・・・・・・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

灯船① 468KL OKL ム468KL

灯船② 406KL 406KL OKL 

運搬船① 1, 067KL 1, 014KL ム53KL

運搬船② 1, 175KL 1 116KL ム59KL

合計 3 850KL 3, 454KL ム396KL。
燃油費削減

【運搬船 9名（9名）】

一
操船 1名（1名）

甲板作業 8名（8名）

改革計画では、改革型網船
1隻（繕載艇を含む）に、
現状の網船および灯船①
の機能を集約するため
実質的には、 2隻を合計
した、現状29名ニ争改革後
24名へと削減

作業の効率化を進め
段階的に乗組員を削減

ム396KL×＠77,000円／KL=30百万円＋潤滑油4百万円 7 



【取組記号A】
船団隻数の縮減によるコスト削減

・網船の消費量増減について（734KL＝今91SKL 25%増加）※同船型の実証船で確認済

O主機の大型化・冷凍機運転による増加

主機の大型化（2,400P$＝打，OOOPS）による燃料消費量増加（60KL増加） 8%増加

冷凍機運転による燃料消費量増加 120KLを計画 16%増加

0搭載艇の消費量増加

年l間使用量 4ClKLを計画 0.5%アップ

0主機運転状況のモニタリング機器を活用した燃料消費量の削減
(" 

【取組内容】
最適えよ主機運転状況を視覚的に確認可能なモニタリング機器を設置することにより（改革型網
船）乗組員の燃油消費量削減の意識を高め、燃油消費量の削減を見込む

（ム36KL) ム5%削減 ※モニタリング機器はグラフ表示方式で視覚を通ιた意識付けに有効

0省エネ船型の採用

E取組内容】
ラダーポット付舵板の採用（左写真）およびパドックフロー型船型の採用（右写真）
よ仏推進効率の向上が図られ、燃料消費量の削減を見込む

む ｜
｛船型単体での削減指標はム3～5%) ラダーポット付舵板パドックフロー型船型

・運搬船の消費量増減について（2隻合計 2,242KL今 2,130KLム5%削減）

0運搬船の効率的運航

【取組内容】

陸上に運搬船運航責任者を配置し、運搬船の最適な水揚港への入港時刻を管理、運搬船へ通知する
ことで、運搬船の最適速力での航走が可能となり、燃料消費量の削減を見込む

（削減率については実証船の実績値より）
8 



【取組記号B】

冷海水利用による氷使用量の削減

〈改革型網船で製造した冷海水の運搬船への移送方法〉

冷海水製造魚鎗の容積
N0.2+N0.3+N0.4＝約12om
※:22℃の海水から12時間程度で、0℃の冷海水を製造可能

【網船】

移送作業は、操業海域・魚種に
応じたタイミングを実証
－東シナ海＝今運搬船への漁獲物
積込み作業時に並行して移送
．太平洋今入港時に移送

冷海水の運搬船への移送方法
網船で、製造した冷海水はホース使い移送するが、不安定な
洋上での作業を考慮し、網船のおもてマストにホース配管兼
用のクレーンを設置し、その先端からホースを吊り下げる計
画としている（下図はイメージ）
※約ll'.2omの冷海水を1時間程度で、移送

【網船】

／ 
，／  

／ 

網船で製造した冷海水を運搬船2隻に供給することで、運搬船の新造・改造なしに船団全体で
冷海水を効率的に活用できる取組

9 



【取組記号B】
冷海水利用による氷使用量の削減

〈冷海水を活用することによる氷使用量の削減方法〉

【現状】 ①下氷を投入 ②漁獲物および氷を投入 ＠漁獲物および氷 ④魚臆の上部を氷で ⑤積込み完了

【改革後】

まず冷海水
(O℃）を投入

主主主L

（海水を適宜投入） を続けて投入 一杯にする

① 

漁獲物を投入
（海水を魚鎗に
極力入れない｝

① 

上昇した冷海水の温度を下げ
るため途中で氷を投入

⑤ 

《変更点》
現状＝下氷（1魚鎗当たり数トン）の上に漁獲物を積込み
計画＝O℃の冷海水（15トン程度）の中に漁獲物を積込み
※氷は魚種と輸送時間に応じて低水温を維持するために使用

⑤ 

10 



【取組記号B】

冷海水利用による氷使用量の削減

〈コスト削減効果の具体的試算〉 《氷の海域別購入単価》

海域 氷の購入単価

太平洋 @12,000円／トン

日本海 @S,100円／卜ン

東シナ海 @3,700円／トン

【太平洋 平均海水温16℃・漁場から水揚地域までが近距離・冷海水が活用しやすい＝氷の削減効果が大きい】

冷海水15トン（O℃）に漁獲物25トンを投入した場合の魚艦内水温は9.4℃ 9.4℃の冷海水・漁獲物を0℃に下げるために必要な氷の数量

[(15,000kg×1×（9.4℃ーo℃））＋（25,000kg×0.85×（9.4℃ーo℃））］÷80kal/kg×1.Si音＝6.389kg

1魚鎗あたりの氷使用量の削減数量＝争現状12.5トン＝争冷海水使用後7トン削減率ム44%

氷代削減額＝今年間氷使用数量1,750トン×削減率ム44%×氷単価＠12,000円／トン＝ム9百万円

【日本海 平均海水温21℃・漁場から水揚地までが近距離 ・冷海水が活用しやすい＝氷の削減効果が大きい】

冷海水15トン（0℃）に漁獲物25トンを投入した場合の魚鎗肉水温は12.3℃ 12.3℃の冷海水・漁獲物を0℃lこ下げるために必要な氷の数量

[(15,000kg×1×（12.3℃ーo℃））＋（25,000kg×0.85×（12.3℃ーo℃））］÷80kaljkg×1.5倍＝8.360kg

氷使用量の削減数量＝今現状25トン＝今冷海水使用後9トン削減率ム64%

氷代削減額＝今年間氷使用数量1,080トン×削減率ム64%×氷単価＠5,100円／卜ン＝ム4百万円

11 



【取組記号B】

冷海水利用による氷使用量の削減

〈コスト削減効果の具体的試算〉

【東シナ海平均海水温22℃・漁場から遠距離・冷海水が活用しにくい＝氷の削減効果が小さい】

冷海水15トン（0℃）Iこ漁獲物25トンを投入した場合の魚鎗内水温は12.9℃ 12.9℃の冷海水・漁獲物を0℃に下げるために必要な氷の数量

[(15,000kg×1×（12.9℃－o℃）） + (25,000kg×0.85×（12.9℃－o℃））］÷80kal/kg×1.5倍＝8,767kg

氷使用量の削減数量＝今現状25トンキ冷海水使用後10トン削減率ム40%

氷代削減額＝今年間氷使用数量2,946卜ン×削減率ム40%×氷単価＠3,700円／トン×削減割合50%＝ム2百万円

使用する氷の数量ム35% （金額ム15百万円）の効果が見込まれる （最終目標）

段階的に氷の使用量を減らしていく

+ 現状 1年目 2年目 3年目

削減量（現状対比） ー ム683kg ム1,361

使用量 5, 776kg 

ム1,366kg ム2,0SOkg

5,093kg 4,410kg 3, 726kg 

「
｜
｜
｜
「
｜
｜
」

※漁獲物lkgを1℃上昇させるのに必要な熱量は0.85kcalとした（冷海水はlkcal)
※氷の潜熱（氷が水に変化する段階で放出される熱量）は80kcaljkgとした
※氷の必要量は余裕率および外部からの侵入熱等を考慮し、実用上は計算上の1.5倍とした
※「東シナ海」は漁場との距離が遠隔であるため、冷海水の使用頻度を全操業回数の50%とした
※海水温は表層温度とする

12 



【取組記号C】

船内における作業スペースの確保と居住性の向上（改革型網船）

【漁船の設備基準（200トン以上要件）を適合】

機関室は大幅に拡大（現行船比3.3倍）

居室面積は大幅に拡大（現行船比1.8倍）

現行船 計画船

機関室 85. 5nf 287. ooni 

居室面積 59. 00ぱ 106. 14凶

居室高さ 1. 75m～1. 86m 1. 90m～1. 95m 

寝台（1名部屋） 5室 9室

寝台（2名部屋） 2室 3室

寝台（4名部屋） 3室 3室

寝台（5名部屋） 1室 ー

病室 1室（予備室× 2有）

食堂面積 9. 40nf 21. 40ni 

浴室 2. 50nf 4. 60ni 

船橋 9. onf 25. soni 

要目比較

現行船 計画船

I• 総トン数 1 i3sトン I 199トン

甲板層数 ｜ l層甲板 ｜ 2層甲板

全長 48. 65m 57. 1 Om  

登録長 I 38. 70m I 46. OOm 

全幅 I 8. 30m I 1 0. 60m 

深さ 3. 37m 5. 57m 

主機関出力 2, 400PS 3, OOOPS 

｜｜ 長支瓦証工数 26名 I 27名（予備2名含む）

魚鎗 無 ！ 有

喫水 2. 95m 3. 378m 

乾舷 0. 42m 2. 1 92m/O. 050m 

航海日数 25日間 30日間

動揺制御 従来型ビノV-／キーノレ
大型ピルジキール

低重心設計

燃料槽 66. 14rri' 120ni 

清水槽 20. 62rri' 30ni （飲用雑用水別）

O多海域を併用する長期航海への環境整備



【取組記号C】

船内における作業スペースの確保と居住性の向上（改革型網船）

【漁船の設備基準（200トン以上要件）を適合】

居室面積（特に寝台部分）が大幅に改善（図はイメージ）

現在の寝台では、大柄な乗組員は足を真っ直ぐ伸ばす

事が出来ず、横の動きが制限される

現在の寝室および通路は、高さが低い場所もあり
背を屈めることが必要（最大高さ186cm)

改革型網船の寝台では、大柄な乗組員でも余裕がある

改革型網船の寝室および通路は、背を屈める必要
がなし、（最大高さ195cm) 14 



【取組記号C】

船内における作業スペースの確保と居住性の向上（改革型網船）

【漁船の設備基準（200トン以上要件）を適合】

計画船の適合状況

200トン以上の船舶の基準 適合状況 計画船

高さ 居室の高さ 1.90m 適合 1. 90m～1. 95m 食堂の設備

備品の配置 備品聞の間隔 0.60m以上 適合

一一責任職員 2人 責任職員 4名
食卓及び腰掛

寝台の区分 その他の職員 2人 適合 その他の職員 21名

職員以外 4人 職員以外 2名
病室が設け
られてしも船舶

寝台の大きさ
長さ 1.90m以上

適合
1. 90m～1. 95m 

幅 0. 70m以上 0. 85m 

出入り側の空間：
浴室の設置

1段寝台 0.60m（下0.70111) 1. 00111～1. 50111 
寝台の配置 適合

2段寝台 0.70m（下0.90111) 

浴室の大きさ

洗面所の配置等

床面積：1.Orrf/人 i. 78rrV人（※1) 便所の設備

200トン以上の船舶の基準

調理室に接近、寝室とは別に

食卓片側使用 0. 38m以上

喰卓関空間 1. .~om以上
二層甲板船290トン以上が必要

（病室が設けられていない船舶は

団！主~！－一一一一一一一
浴槽又はシャワーが6人に1個

浴室の面積 2. ！以上

洗面器が6人に1個

便所カ主人に1個

ロッカー 0. 20rrf/人以上 適合 0. 44rrf/人 ※1 床面積＝居室面積 （寝台＋ロッカー）

職員が用しも寝室：

事務机、椅子、鋭、書架 適合

化粧品用小籍各1個

寝室に設ける備品 職員以外が用しも寝室：

卓子、鏡、書架、化粧用小箱
適合

各1個

椅子寝台数の1/2以上

＋ 大中型まき網漁船では数少ない「全寝台を計画喫水線よりも上に配置Jした設計となっている

適合状況 計画船

適合

適合

・・・・－・・・・・・－…一一一一・……一

適合

一’一一一百戸市司一……一……一 一…

適合
浴槽×1

シャワー×6/27名

適合 4. 60rrf 
一一一一一一一一“一一一一一

適合 5個／27名

適合 4個／27名

15 



【取組記号D】

冷海水を活用した保冷技術の確立

氷使用量の削減（冷海水の効果的使用）により漁獲物の評価低下要因が減少

【漁獲物の傷・窪みの防止】

氷主体の出荷方法で発生する、
氷と漁獲物との接触による傷や氷
に押しつぶされた漁獲物の窪み等を
液体である冷海水を主体に使用
することで防止する

【魚体の死後硬直化の防止】
漁獲物を長時間、氷で冷し込んだ
場合、魚体の死後硬直化が進み色落
ちするが、冷海水での冷やし込みを
行うことで、漁獲物の魚体の死後
硬直化を遅らせ、色落ちを防止する

［加工用即死後硬直化が
進んだ魚体の方が評価される場合
もあるため、魚種に応じて調整

氷での冷し込み 冷海水での冷し込み（イメーシ1

【内臓の鮮度劣化の防止】
氷主体の出荷方法では、氷との接触
面積が少ない場合、魚館内での温度
ムラが発生しやすいが、冷海水の

使用により魚鎗内の温度ムラを減少
させ、内臓の鮮度劣化を防止する
（仲買人は内臓の鮮度を重要視）

品質・衛生管理の高度化が進む市場流通への対応を図る

主要水揚地区で検討・実施が進められている『浜の活力再生プランJや「市場再整備計画」との連携と
活用により、各地区の需要に応じた品質の安定化を図る

数値的目標＝今氷使用量を削減（低コスト化）した条件下でも現行魚価（＠166円／kg）を維持

16 



【取組記号E】

安全対策に関する取組（／、ード面①）

改革型網船による安全性の大幅な向上

現行船との復原力曲線比較

復原力幽線図〈比鮫鴎〉

賀量級出港状態

4
ベ
g
J叫
｜

軒圃帥＜ 199GT フ居中医型〉

値島負 (fll】 ーー

改革型網船は現行船に比べ復原力が最大約3倍

改革型網船の優位性

（細からの高均一） （海面からの民22ocm) 

改革型網船は海面から出ている船体部分が高く浸水しにくい

17 



【取組記号E】

安全対策に関する取組（ハード面②）

改革型網船への作業安全対策（作業安全確認カメラ・警報ブザー・救助用タラップ・探照灯の設置）

【作業安全確認カメラ・警報ブザー】

漁櫛機器が多いまき網漁船の特性上、
漁掛作業の責任者である漁機長の死
角が広がるため、死角をカバーする
作業安全確認カメラおよび警報ブ
ザーを複数台設置予定

中甲附潟水輔副こ師 、 A

、 作業安全胞がラ設出所（案）

& 警報フザー訟置場所〔案｝

探照釘設置場所｛案｝

【救助用タラップ・探照灯】

2層甲板型船型のため甲板が海面
より高く、海中転落者の救助が国難
な構造となっている

海中転落者の救助を行うため、左
舷船側にタラップを設置予定

また、夜間の救助活動を補助する
ために探照灯を設置予定

18 



【取組記号E】

安全対策に関する取組（I、ード面②つづき）

船団全体の救難・救命装備の拡充

【海中転落者への対応（救助浮具）】

海中転落者が発生した場合の迅速な対応のため、浮
具を搭載し、有事の際に海中に投げ入れ使用する

4
7
 

A
F
 

A
V
 t
 daH
U
V
 

d
d
 

・砂

※救命胴衣についても、夜間の視認性アップのため

オレンジ色から黄色に変更予定

AEDの曹関ガイず〉スに置い．
ショフヲボタンを押します．

【心肺停止時｛急病発生jの対応（AED（自動体外式除細動器））】

沖合域での操業では、緊急時に救助ヘリの出動を要請する場合も少
なくないが、ヘリ到着まで数時間を要する

この様な場合に備えて、船団4隻全てにAEDを装備する

船上での使用を考慮し、耐水性および耐衝撃性に優れた製品を導入
する

19 



【取組記号E】

安全対策に関する取組（／、－ド面③）

運搬船上でのケガ発生の危険要因が低減（氷使用量削減による副次的効果）

①魚槍に保管していた氷を取り ②取り出した氷を甲板上に③取出した氷を砕氷機に投入 ④細かく砕かれた氷をホースで

出す 仮置き ． （砕氷機で細かく砕く） 漁獲物を積込む魚鰭へ投入

①｜ 溜~ (4) ② 議機盛岡． 験 ③

『危険要因（ヒヤリハッ，トの事例）』

－甲板上にこぼれた氷で滑る
．吊り1上げた氷に衝突

－魚鎗内で氷が崩れる

氷の使用量を削減することで、
シフト作業も減らすことができる

20 



【取組記号B・C・E】

2層甲板型網船の導入（一般配置図はイメージ）

• s.冷海水製造（約12orrlの冷海水を製造）・C.漁船の設備基準（200トン以上要件）に適合した居住環境の整備・C.全寝室を計画喫水線よりも上に配置
園E.作業安全確認カメラ・警報ブザー・AED・救助用タラップの設置（死角を補う・海中転落者の救助）

21 



【取組記号F】

安全対策に関する取組（ソフト面①）

各種講習会への参加

【現状】会社単位で行う安全講習では、会社側からの一方通行的な講習（講話）になりがち

• 乗組員自身が、課題及び改善策を考える講習会への参加

「漁業力イゼン講習会Jへの参加
主催：（一社）全国漁業就業者確保育成センター

• 海難の疑似体験が可能な講習会への参加

J匹
「まき網・以西j恵曳漁船海難防止講習会Jへの参加
主催：船員災害防止協会（長崎支部）
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【取組記号F】

安全対策に関する取組（ソフト面②）

社内「海難防止・安全操業推進委員会（ヒヤリJ、ッ卜活動）」の開催

各船の船長より定期的lこ「ヒヤリハット報告書（事故に至らずともヒヤリやハットした事例の報告）」を提出してもらい、
各船の船長が集まった場にて各事例に対する対策を検討

甲山岨・－~山・ 日川川内－ 1'-!"¥r阜、T、
＇ ~·~ ....... ＇·~'5 r 祁 >t~＞＜ f号3
し一一ー一一一一 ー－目ムーーーーーー ーー一一一ーーーーーーーーーー

［；恒正E－＜~子三コ

海難防止・安全操業推進委員会の椋子 ヒヤリハット報告書（各船船長より報告）
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【取組記号G】

強度資源管理に関する取組〈太平洋クロマグロ未成魚の漁獲量削減〉
120" ’60" ー，60・

ー－．－、

-120・ -80・

←太平洋クロマグロ回遊園（国際水産資源研究所資料より引用）

東シナ海～九州北西海域が未成魚の回遊経路のーっとされる

2014年WCPFC（中西部太平洋まぐろ類委員会）および我が国の管理方針

0親魚資源量（約2.6万トン）を2015年からの10年間で歴史的中間値（約4.3万トン）まで
回復させることを当面の目標とする

圃 比較的高密度に分布する書埴
・ 比砲的低密度に分布する溜堪
一＋ 成魚の回避姫路
ー砂 県成111.の回避腫臨
・－・，畢成揖の｛撹定｝回帰揖蹄

0. @30キログラム未満未成魚の漁獲量を2002-04年平均水準から半減させる
(WCPFC全体で9,450トンから4,725トン、うち我が国が8,015トンから4,007トンに削減）

’20・ 16。－ ・160・ ー’2。－

大中型まき網漁業によるクロマグロ未成魚漁獲量の強度管理実績（九州西・日本潅）

内容・漁獲上限量 神獲実績 備考

基準値（WCPFC) 2002～2004年平均 4,500トン

管理前実績値 2005～2009年実績 6,100トン 基準値には26.3%の削減が必要

年（強度管理） 漁獲上限量 神獲実績

201 1年（2010.10～2011. 9) 4,500トン（02～04平均） 4,239トン

2012年（2011.10～2012. 9) 4,500トン（02～04平均） 3,234トン

20日年（2012.10～20日.12) 4,500トン（02～04平均） 1,649トン

2014年 3,825トン（02～04平均×15%削減） 3,407トン

2015年 2,000トン（ 02～04平均の半減以下） 日本全体の大中型まき網の上限量に変更
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